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ドイツの相互資本参加規制 (7) 
泉田楽
目次第1節 1897年の商法典の法律状態
第2節 1931年 9月19日の株式法改正法下の法律状態
第3節 1937年株式法下の法律状態（以上31巻2号， 3号， 32巻l号〉
第4節 1965株式法下の法律状態
第 1款乃至第5款（以上32巻3号， 33巻 l号）
第6款相互参加に関する開示規制（l)(A）～（c)(b）（α）（以上33款 2号）
(c)(b）（~） （本号〉
（。）外部持分が存在する場合の相互資本参加の会計処理
親企業Mが子企業Tlに60%資本参加し，子企業T1は孫企業Tzに70%資本
参加している一方的結合があると仮定する。そうするとTlの少数社員はTlに
40%直接的に資本参加しているが， T1のTzに対する70%の資本参加に基づ
き， Tzに対しては40%×70%(=28%）の間接的資本参加を有していることに
なる。そこでTlの少数社員の持分を計算するためには直接的資本参加のみな
らず間接的資本参加をも含めなければならないのではないか，若しそうならば
含めるための計算方法としてはどのような方法が良いのか問題となる。相互資
本参加の場合においても外部持分が存在する限りこれと同様の問題が生じる。
※行列の知識に関し本学部の今井教授，新里，佐藤，古田の三助教授，金沢経済大学の小林講
師から教えを賜った。貴重な研究時聞を割かれて助言していただいたことに感謝いたします。
もし本稿に誤りがあれば言うまでもなく私の責任である。
(1) 相互資本参加の場合において間接的持分を考慮すべきであるとすると，この理論の相互資
本参加による資本空洞化の説明への応用が考えられる（ V gl.Saage,Die Gefahrdung der 
GI邑ubigerund Aktionarsrechte <lurch wechselseitige Beteiligungen,NB1968,S.14 (18Fu 舟
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ところで相互参加の場合の間接的持分の加算の必要性は1965年株式法制定以
前においても意識されていたが，株式法制定後においてこの問題がクローズ
アップされたのは一方的結合の場合の間接的持分を考慮する必要性を論じた
Forster-Havermannの論文を契機とする。それ以前には間接的外部持分を考
慮しない見解が圧倒的に主張されていた。この論文を契機として1969年から19
70年にかけてこれを考慮すべきとする見解が立て続けに発表され， 1970年に論
争はピークに達した。それ以後の文献はこの頃の文献を引用するに留まり，理
論の進展がみられない。間接的持分考慮説の出現の結果株式法はこの問題を見
落としていたため，間接的持分を考慮しない見解でもよいが，それは間接的持
分を考慮をする見解を排斥するものではないとする見解が有力となった。しか
し最近では間接的持分を考慮する見解のみを紹介するのが文献で通常なことと
なって来ている。商法典はこの点に関し特に規定を設けなかったため事態は株
式法の場合と異ならないが，商法下での計算方法については未だ見解が公表さ
れていないので，本稿では株式法下での議論のみを紹介するにとどめる。間接
的持分を考慮しない見解は計算が簡単ではあってもコンツエルンの財産状態と
収益状態を不正確に表示することになるのでこのための項目を特に設けて紹介
notel8））。後で再論することにする。
(2) Wietzke,Der konsolidierte Jahresabschlu /3 und seine besonderen Probleme in der 
deutchen und angloamerikanischen Bilanzierungspraxis, l 962,S.69ff. 
(3) Forster一Havermann,WPgl969,S.lff
( 4) V gl.Lanfermann/Stolberg,WPgl 970,S.353(354). 
( 5) Barz,inGK,§331 Anm.27 ;Kronstein,in KK§33lAnm,17 ;Adler Dilring-Schmaltz,a.a. 
0.,4.Aufl.,Bd. Il,§331Tz.65. 
(s) WP一Handbu ch 1985 /86,Bdl,S. 764;v .Wysocki/W ohlgem uth,Konzernrechnungslegung 
unter Berilcksichtigung des Bilanzrichtlinien -Gesetzes,3.Aufl., 1986,S. l 03
(7) V gl.WP Handbuchl 985/86,Bd. Il,S.389. 
(8) Vgl.Forster/Havermann,WPgl969,S.1(3);Lanfermann/Stolberg,WPgl970,S.353(356); 
Klook-Sabel,Verfahren zur Kapitalkonsolidierung mehrstufiger Konzerne nach §331Akti 
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するまでの必要性はないと考えられるから， Klook-Sabelの見解の紹介の関連
で触れる以外は間接的持分を考慮する見解のみを考察する。
間接的持分考慮説は，第lに，方程式を使用するか，線形数学を使用するか
で区別することができる。前者の見解としてLanfermann/Stolbergの見解が，
後者の見解としてBussevon Colbe/Ordelheideの見解， Klook-Sabelの見解及
びHaaseの見解を上げることができる。第2に，ドイツ式資本連結法を前提と
するか，修正ドイツ式資本連結法を前提とするかで区別することもできる。
Haaseの見解を除けば他の見解はすべてドイツ式資本連結法を前提としてい
る。第3に，純資本額を基準として計算するか，総資本額を基準として計算す
るかでも区別することができる。 Klook-Sabelの見解のみが通説に反し後者の
基準を支持する。第Hこ， Haaseの見解だけが下位会社の上位会社に対する逆
資本参加の相殺を肯定する点において前述したSch加 bucherの見解と同一で
あって他の見解と著しく異なる。以下この順序で各見解に検討を加える。
（ィ）Lanfermann/Stolbergの見解
彼らの目的は簡単な「方程式の使用jによっても「間接的持分」の計算は可
能であることを証明し，行列によらない計算方法の途を開くことであった。
その見解の骨子は，まず資本参加を考慮してコンツエルンの資本（及び利
益〉に対する各会社の請求額を求め，次にこの各会社の請求額に対してコンツ
エルン持分所有者または外部持分所有者が有する持分額を求めることによって
コンツエルン貸借対照表を作成しようとするものである。
engesetz,WPgl 969,S.190(197£.).;ders,Zur Diskussion von Kapitalkonsolidierungsverfahren 
mehrstufiger Konzerne aus aktienrechtlichtlicher und betribswirtschafrlicher Sicht,WPg 
1969,S.569(570). 
(9) Haase,Kapitalkonsolidierung bei mehrstufiger oder/und wechselseitiger Konzernverfle-
chtung mit Hilfe der Matrizenrechnung(Il),DB1969,S.760(762.Fn.33）において次のように述
べている。「同時的相互結合の場合各企業の個別決算書において資産の交換が行われる。そ
れは自己資本と関係しない。それにもかかわらず，旧持分所有者への部分的出資の返還が存
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上位会社と下位会社聞の相互資本参加の例として上位会社Oが下位会社Uに
60%資本参加し， UはOに20%資本参加している場合を考える。その際のOと
Uの個別貸借対照表は表Vの通りであったと仮定する（例4）。そうすると， O
には80%のコンツエルン持分所有者が， Uには40%の外部持分所有者がいるこ
とになる。
表V
0貸借 U貸借 連結 コンツエルン
対照表 対照表 借方 管方 貸借対思表
借方
固定資産 800 550 1,350. -
資本参加 100 50 （ア)150
自己持分 （ア）50 50.-
900 600 1 400.一
貸方
基本資本 400 400 （ァ)127.27 400.-
公示積立金 200 100 （イ）272.73 200.-
連結調整項目 （ア)127.27 127.27 
外部持分
(a）資本 （ィ）272.73 272.73 
(b）利益 （ゥ） 27.27 27.27 
負債 200 60 260.-
（コンツェルン〉利益 100 40 （ゥ｝27.27 112. 73 
900 600 577.27 577.27 1..400. -
在するから，コンツエルンの観点からは自己資本は下落する。従ってコンツエルン決算書に
おいてあらゆる相互資本参加の消去が必要であり，その結果コンツエルンの自己資本額は上
位会社の個別決算書において示された自己資本額に達しないことはありうる。相互資本参加
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この場合の各会社の資本請求額は次の連立方程式を解くことにより得られる。
上位会社の場合には，（上位会社の基本資本＋公示積立金〉－（上位会社が有す
る下位会社に対する資本参加の簿価〉十（上位会社が有する下位会社に対する
資本参加割合〉×（下位会社の資本請求額〉。下位会社の場合には，逆資本参加
の相殺は許されないので（若しも許されるならば上述の式の上位会社を下位会
社，下位会社を上位会社と変更すればよし、〉，（下位会社の基本資本＋公示積立
金〉＋（下位会社が有する逆資本参加割合）×（上位会社の資本請求額）。従っ
て例4の場合には次のようになる。
0 （の資本請求額） = (400十200)-100+0.6×U 
u （の資本請求額） = (400+100) +0.2×O 
この方程式を解くと， 0=909. 09 u =681.82 
コンツエルン持分所有者の「実際の」資本金持分は，（上位会社の資本請求
額〉× (1ー上位会社に対し下位会社が有する持分割合）より得られる。外部
持分所有者の実際の資本金持分を求める式も，上の式の上位会社を下位会社，
企業の貸借対照表損益を換算するだけのアメリカの実務には確固たる論拠が欠落している。
むしろあらゆる自己資本項目を含めることを放棄することはできない。そうでない場合には
容易に操作が可能であるからである」。また脚注において「K邑ferそしてDregerも，経営経済
的には相互相殺は是認されると述べている。立法者は明らかにただ一方的コンツエルン結合
のみを考慮したから，私の考えでは，コンツエルン計算規定はただ一方的結合のみを第 lに
狙ったわけで，基準性の原則は経営経済的異論によって破られるべきであると推定するため
の動機もある」と。
QO) Lanfermann/Stolberg,WPgl 970,S.353は，相互参加の際の資本連結の難点として，①株式
法における相互参加の連結のための具体的規定の欠如，②文献におけるこの場合のための
様々の連結原則の展開，③数学の素養がないと難しい最近の文献の行列の使用の 3点を挙げ
ているが，同感である。
(ID Lanfermann/Stolberg,WPgl 970,S.353ff.; Adler-Di.iring-Schmaltz,a.a.0.,4.Aufl.,Bd I
§331.Tz.63もLanfermann/Stolbergの式を用いて相互資本参加の場合の資本連結を説明して
いる。
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下位会社を上位会社と改める以外全く同一である。なぜなら上位会社に対して
下位会社が有する持分（または下位会社に対して上位会社が有する持分）は既
に下位会社（または上位会社〉の資本請求額に含められているからである。例
4の場合には次のようになる。
コンツエルン持分所有者の実際の持分 CKt)=909.09×0.8=727. 27 
外部持分所有者の実際の持分（Ft) =681.82×0.4=272. 73 
この合計額はOの純資本額（500）とUの総資本額（500）の合計に等し＼，，、o
Uが総資本額となるのは， UのOUこ対する資本参加につき相殺が行われないた
めである。 Ftの額はコンツエルン貸借対照表上他人所有資本持分（株式法第3
31条第l項第2号〉として表示される。これに対し，上位会社の基本資本と公
示積立金はそのままコンツエルン貸借対照表に引き継がれなければならないの
で， ktの額は，上位会社の基本資本及び公示積立金と相殺されなければなら
ない。差額は連結調整項目（Ak) (=K t一Oの（基本資本＋公示積立金）〉と
なる。 ktの額がOの基本資本と公示積立金より多ければ貸方連結調整項目が，
低ければ借方連結調整項目が生じる。例4では127.27の貸方連結調整項目が生
じる。
実際の利益持分を計算する際にも上述の諸式を利用できる。但し，純資本額
の代わりに利益額が方程式に入る。例4の場合には，
0 =100+0.6・U U=40十0.2・0
この方程式を解いて， 0=140.91, u =68.180それ故
コンツエルン所有者の実際の利益持分（G k) = 140 . 91×0.8ニ 112.73 
外部持分所有者の実際の利益持分（Gr) =68.18×0.4ニ27.27
従って例4のコンツエルン貸借対照表は上述した表Vのようになる。
下降多段のコンツエルンにおける上位会社と下位会社間，下位会社とその下
位会社間の相互参加の場合にも上述の式を適用すればよい。ただし下位会社間
の逆資本参加は相殺が許容されるため， U2の式は相殺が許容される場合の式
となる。
- 36 -
-531-
上位会社Oが下位会社Ulに60%（資本参加額150)'u lは孫会社U2に70%
資本参加（資本参加額200）し，逆にUlはOに20%（資本参加額150)'u 2はU
lに20%資本参加（資本参加額90）すると共に， U2は10%の自己株式（資本参
加額60）を有している場合の各会社の貸借対照表は表VI （次頁参照）の通りで
あったと仮定する（例5）。この場合にはOに対するコンツエルン持分所有者
の持分は80%で， u!, u 2~＇こは各20%の外部持分所有者がいることになる。
この場合の各会社の資本請求額は次のとおりである。
0 （の請求額） =600-150+0. 6・U1
u 1 （の請求額） =500-200+0. 2・0+0.7・U2
u 2 （の請求額） =600-(60十90)+0.2・ui +O.l・U2
この方程式を解くと， 0= 1, 062. 88' u l二二1,021. 47' u 2 =726. 99となる。
従って実際の資本持分額は，
Kt=0.8・0= 0. 8 . 1,062. 88 = 850. 30 
Ft1=0.2 ・ U i=0.2・1,021. 47=204. 29 
Ft2=0.2・u2 = 0.2. 726. 99 = 145. 40 
それ故外部持分所有者の実際の持分額 CFt）はFt lとFt 2を加えた349.70
（これは小数点第2位を四捨五入した値である）である。連結調整項目（AK)
は， 250.30 ( =850. 30-600）で，貸方である。 ktとFtの合計額1,200は， 0
の純資本額（450）とUlの基本資本と公示積立金を足した額からU2に対する
資本参加額をヲ｜し、た額（300）とU2の純資本額（450）の合計に等しい。 U2が
純資本額となるのは， U2の自己株式は資本連結の過程でU2の自己資本と相殺
されるためで、ある。
利益の計算も同様にして，次の方程式を解いてまず各会社の利益請求額を求
める。
a~ この例はKlook-Sabel,WPgl969,S.197が使用した例をLanfermann/Stolbergが使用した
ものである。
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q，b 
qJ 
phd 
固定資産
資本参加
自己株式
基本資本
公示積立金
0貸借
対照表
819 
150 
969 
400 
200 
VI 
u l貸借 U2貸借
対思表 対思表
250 750 
350 90 
60 
600 900 
400 500 
100 100 
連結調整項目
外部持分
（乱）資本
(b）利益
負債 269 60 200 
（コンツェルン〉利益 100 40 100 
969 600 900 
0 =100+0.6・u1 
u i=40+0.2・0+0.7・U2
u 2=100+0.2・Ui+O.l ・ U 2 
0=214.06, u 1=190.10, u 2=153.36 
それ故各社員グループの実際の利益持分は，
GK =0.8・0=0.8・214.06= 171. 25 
Gr1=0.2・Ui=0.2・190.10=38.02 
Gf2=0.2・U2=0.2・153.36=30. 67 
連結 コンツエルン
借方 管方貸借対思表
1,819 
(1)150 
(2)500 
(1)150 150 
11969 
(2)750.30 400 
(3)349. 69 200 
(2)250.30 250.30 
(3)349. 70 349.70 
(4) 69 69 
529 
{4}69 171 
11318.68 11318.68 11969 
従って利益に対するコンツエルン持分は171，外部持分は69となる（何れも
小数点以下を四捨五入している〉。それ故コンツエルン貸借対照表は上述した
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表VIのようになる。
下段の同段の相互参加の場合においても計算は変わらない。
今上位会社Oが下位会社Ulに80%（資本参加額400），下位会社U2に60%資
本参加（資本参加額300）し， UIはOに10%の逆資本参加（資本参加額200）を
すると共にU2に20%資本参加（資本参加額100）し， U2はUlに10%資本参加
（資本参加額50）しているものとする。その際の各会社の貸借対照表は表四
（次頁参照）左側の通りであったと仮定する（例6）。
各会社の資本請求額は，
0 =900-(400+300) +0.8・ui+0.6・U2
u 1 =400-100+0. l・0+0.2・U2
u 2 =350-50+0. l・U1 
この方程式を解くと， 0=762.86,u 1=445.19, u 2=344.52となる。
従って社員グループの実際の持分は，
Kt=0.9・0=0.9・762.86=686. 58 
Ft=Ft1+Ft2=0.l・U1 +0.2. u 2=113.42 
それ故（借方）連結調整項目（Ak）は213.42(=900-686.58）となる。
利益請求額は， 0 =250+0.8. u 1 +0.6・U2
u 1=150+0.l・0+0.2・ U2 
u 2=100+0.l・U1 
を解くと， 0= 503. 35 u 1 = 224. 83' u 2 = 122. 48となる。
従って利益持分は，
Gk=0.9・0=0.9・503.35=453. 02 
Gf=Gf1+Gf2=0.l・U1 + 0.2 . u 2 = 46. 98 
Q3) V gl.Lanfermann/Stolberg,WPgl 970,S.353(361 );Adler-Dilring-Schmaltz,a,a,0.,§ 3 3 1 , 
Tz.63.前者の文献は各会社の利益がゼロの例を計算しているが，極端であるので，後者の文
献に近い個別貸借対照表を本文では独自に使用している。
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それ故例6のコンツエルン貸借対照表は表刊のように表される。
表四
0貸借 u l貸借
対照表 対照表
U2貸借 連結 コンツエルン
対照表借方 貸方 貸借対照表
1,950 固定資産 950 
資本参加 700 
400 
300 
自己株式
連結調整項目 一
L堕2
資本 900 
700 
400 
負債
外部持分
（乱）資本
(b）利益
（コンツェルン〕利益250
li650 
500 150 
150 
700 
600 
50 (1)200 
(2)850 
(1)200 
(2)213. 42 
?
?
??
??
??
??
?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
? ?
?
?
650 
350 (2)636. 58 
(3)113.42 
200 850 
(3)113. 42 
(4) 46. 98 
113. 42 
46.98 
453.02 
2i363.42 
100 (4)46. 98 
650 1. 210. 4 1. 210. 4 
Lanf ermann/Stolbergの見解は行列の知識を必要としないので簡明であ
る。しかしコンツエルンの構造が複雑なものとなると行列を使用した方がコン
ツエルン貸借対照表を容易に作成することができるようにも思われる。他の見
解が行列を使用するのはそのためで、ある。しかし行列の使用は以下の考察から
明らかになるように素人には極めて困難である。これがLanfermann/Stolbe-
rgをして方程式の使用による方法を提唱させた理由で、あった。
（ロ）Bussevan Colbe/Ordelheideの見解
彼らが提案した計算方法は次の通りである。
コンツエルン貸借対照表に収容される n個の企業があるとき，上位会社は
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し j= 1で，下位会社は i, j=2, 3, ・・・， nの行列を作る。企業 i
が他の企業jに資本参加している場合の参加率をαリで表すと， 0~玉 αi J三五 1
である。 100%の資本参加の場合にはαij= 1，上位会社に対する逆資本参加
は相殺することができないからαi1= 0である。
ドイツ式資本連結法によれば企業 iの企業jに対する資本参加の帳簿価額
(BiJは，その資本参加に対応する企業 jの基本資本と公示積立金の金額
（αi jKj）と相殺される。従って企業jの外部持分所有者に帰属する持分
CKhは，企業jの基本資本と公示積立金（KJからコンツエルン内部の資
本参加と相殺されるべき企業jの基本資本と公示積立金の合計額を控除するこ
とによって得られる。それ故，
Kt=Kj －~αjjKj= (1－包 αjj)KJ 
i=l、 A
全ての貸方項目の数値はー従ってKj及びKiについても－負の符号を有し，
これに対し借方項目は正の符号を有する。
Ktは， Zα1i= 0のため， K1の金額と一致する。従ってコンツエルン貸借
対照表では上位会社の基本資本と公示積立金が各々コンツエルンの基本資本と
公示積立金として表示されることになる。
- F A 他人所有の基本資本と公示積立金 CK）はKi ( j = 2, 3, ・・・， n)
の金額を合計すると得られるから，
KF ニ~Kt
ところで iのj~·こ対する資本参加の帳簿価額 CB i j）とその資本参加に対応
する jの基本資本および公示積立金との聞に差額（U;Jが生じることがある。
即ち，
ujj ニ Bjj ー αjjKj~ 0 
UiD Busse von Colbe/Ordelheide,a.a.0.,2.Aufl.,S.135ff.;5.Aufl.,S.141ff.立花得雄・戸田秀雄
『西ドイツ連結財務諸表論』 （白桃書房，昭和48年） 89頁以下。最後に上げた文献は1971年
度版の翻訳である。
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この差額はコンツエルン決算書では一つの金額（U）で示すことができるか
ら，
U ＝~~U,J 
しかしこれでは差額に対する下位会社の外部株主持分は識別できないので，
まず，各企業 iに帰属する差額を計算し，それから，この金額が上位会社所有
株主と下位会社の外部株主に分割されなければならない。そこで，
企業 iの差額総額cu；）をまず計算する。それは， i企業のすべての資本参
加についての各差額を合計すればよいから，
U ；＝ ~U;j (i=l, 2, ・・・， n)
このようにして，相互参加のないあるいはその連結のない一段的コンツエル
ンでは差額Ulが計算される。これに対し多段的コンツエルン及び（又は〉連結
される相互参加の場合には，間接的持分を考慮に入れなければならないから，
差額に資本参加率を乗じた各企業の修正差額総額を加算することを要する。こ
れは次の連立方程式によって求められる。
U1 *=U1 ＋α12U2＊＋ α13U3＊＋αl juj * ＋・・・＋αln Un* 
u 2 * ＝α21U1*+ U2 ＋α23U3＊＋ α2j u j * ＋・・・＋α2nUn* 
u 3 * ＝α3lu 1 * ＋α32U2*+ U3 ＋α3j u j * ＋・・・＋α3nUn* 
U; * ＝αi 1U1 * ＋α；2U2＊＋α；3U3*+ Uj ＋・・・＋αinUn* 
Un＊＋αn 1U1 * ＋αn2U2＊＋ αn3U3＊＋αn juj * ＋・・・＋ Un 
M 5版になってもU;;=B；；＋α川 KJ のままであり＋はーに改められていない（Vgl.A
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計算されるべきui ＊は，各企業の修正された差額総額で、ある。この連立方
程式ではuiとαiJは既知数である。これは行列計算によって解くことが可能
である。そこで，
「
U1 * α11 α1 2 ・ αln 
u 2 * U 2 I α2 1 α2 2 －α2n 
=u*: l=u: l=A 
Un* I Un I αn 1 αn 2 αn n 
とおくと，前記の連立方程式はつぎのように表される。
u*=A・u*+u 
行列Aは対角線上にα11，α22 , ・・・， αnnを含み，それらはすべて Oで
ある。なぜなら，自己株式については差額は計算されなし、からである。単位行
列をEとすると，
u*-A・u*=u 
CE-A）・ u*=u
u * = CE-A) 1・u
このようにしてUi＊が計算される。
u i ＊はさらに上位会社の株主持分と下位会社の外部株主持分に分割されな
ければならない。修正された差額総額に対する上位会社所有株主の持分をuo
とすると，それはこの株主グループに帰属するU1 ＊の持分に等しいから，
uo= (1 －~α1 1) u 1 * 
逆資本参加があるときにはαil= 0であるから， U0=U1 ＊となる。
下位会社の外部株主には相応に次のような金額が帰属する。即ち，
a.0.,5.Aufl.,S.141.立花・戸田『前掲書』 90頁も原文に忠実に＋と訳されておられる〕。しかし
＋はー のミス・プリントと考えられる。
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u~ = Cl －包 α；j)Uj* (j=2, 3, ・・・， n)
これらの金額はすべての下位会社について総括されなければならないから，
UF＝包ur
UFは差額に対するすべての下位会社の外部株主持分である。差額に対する
両株主グループの持分は，uoあるいはUFが正であれば借方に，負であれば貸
方に示される。
被収容企業j＊が自己株式を保有しているときには（α』＊ j*>O), j * 
に資本参加している企業 iの持分（αij＊）の大きさに比例して自己株式の持
分は分割されなければならなし、から， αij ＊の代わりに次の修正参加係数を入
れなければならない。
M A.a.0.,5.Aufl.,S.144.コンツエルン決算書に収容される下位会社が自己株式を保有している
とき，それをコンツエルン決算書に引き継ぐ方法と下位会社の自己資本と相殺する方法とが
株式法上許容されている（Vgl.A.a.0.,5.Aufl.,S.157）。前者の方法を採用したときには，上位
会社の貸借対照表上の資本参加の帳簿価額をその資本参加に対応する下位会社の資本金及び
公示積立金とのみ相殺すべきか（第l法〉，それとも帳簿価額を「修正資本参加」に対応する
下位会社の資本金及び公示積立金と相殺すべきか（第2法〉という問題が生じる。第2法に
言う「修正資本参加」の割合とは，最初の資本参加割合に下位会社が保有する自己株式に基
づいて上位会社の株主に帰属する下位会社の資本金及び積立金に対する持分割合を加えた数
である（A.a.0.,2.Aufl.,S.l16.;5.Aufl.,S.156）。今資本金2000TDMと積立金400TDMの上位会
社Oが資本金900TDMと積立金300TDMの下位会社Uに対して70%（資本参加の帳簿価額13
OOTDM）資本参加し， 20%は外部株主の手中にあり， Uの資本金の残り 10%は， Uが200
TDMと評価した自己株式に帰属するものとする。そうすると，第 1法では， 900の70%+300
の70%=840TDMの金額が1300TDMと相殺されるのに対し，第2法では， 70%+10%×7/
9で得られた77.7%が修正資本参加の割合となるから， 900の77.7% +300の77.7% = 932 
TDMの金額が1300TDMと相殺されることになる（相応に他人所有持分調整項目は第 l法で
はUの資本金及び積立金の20%，第2法では20%+10%×2/9となる〉。その結果第 l法
に従ったコンツエルン貸借対照表の資本金は第2法の2000と比べて2090と90だけ高く，積立
金は第2法の400と比べて430と30だけ高く表示され（90+30=120は自己株式に帰属するU
の資本金及び積立金に対する10%の持分に相当する〉，上位会社の貸借対照表の対応する金
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/3 ＊ αii* 
1ー αj* j* 
そして αj* j＊の代わりにPj * j＊が入るが，それは0と置かれることを要
する。
ところで上述した計算式は貸借対照表利益を上位会社所有株主持分と他人所
有持分に加算する場合にも利用することができる。利益は資本参加係数民 jに
比例して分配され（それ故異なる配当請求権を有する優先株式の場合にはこれ
を修正することを要する），配当請求権をもたない自己株式はないものと仮定
する。ベクトルu九＊と同じくベクトルg＊は次の行列式の逆行列によって計算
される。
g*=A・g＊十g
g*-A・g*=g 
CE-A) ・ g * = g 
額を超える。彼らは第2法に賛成し（A.a.0.,2.Aufl.,S.118;5.Aufk.,S.l 57.），この立場から本
文のような式を提案する。
間 A.a.0.,2.Aufl.,S.125は，上位会社0 （利益628TDM）が下位会社 u（利益120TDM）に80%
資本参加し， UはOに5%逆資本参加している場合，相互参加を考慮すると，一方において
Uの利益の20%のみならず， UのOに対する資本参加により， 0の利益の 5%が他人所有持
分に帰属し，他方において， 0のコンツエルン所有株主にOの利益の95%とともに一上述の
考慮に従って既に修正された－uの利益の80%も加算きれなければならない，と述べている。
Oの利益をGl 'uの利益をG2 と置いてこの見解を式に表せば次のようになる。 Go=
( 1 0. 05) G l * ' G F= ( 1 -0.8) G 2 ＊。 G1*=G1+0.8・G2 * , G 2 * = G 2 + 0.05
・Gグ。この式を解くと彼らが述べるコンツエルン利益716TDM，外部社員の連結利益に
対する持分32TDMが得られる。それ故各企業の修正された利益（GJ勺は次の方程式を解
くことによって得られることになり，本文のような式になる。
G1 * =G1 ＋α12G2 * ＋α13G3 * ・・・ αln Ga* 
G2 * ＝α21 G1 ＊十 G2 ＋α23G3 ＊・・・ α2nGa* 
Ga＊＝ αn 1G1 * ＋αa2G2 * ＋αロ3Q3＊.・・ αnn Ga 
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g ＊ニ CE-A）一1・g
この行列式では， gは被収容会社の配当支払分だけ控除された貸借対照表利
益のベクトルを意味し， g＊は加算によって増加した（控除された〉貸借対照
表利益を， Aは資本参加係数の行列を意味する。上位会社所有株主に帰属する
利益（Go）は次のように表される。即ち，
Go= (1 －~α1 1) G1 * 
この金額はコンツエルン貸借対照表で，「コンツエルン利益」として示され
る。他人所有持分に帰属する金額は次のように表され，「他人所有持分調整項
目」で表示される。
GF＝~ (1 －~αiJ ・ G j * 
（イ）で述べた第4から第6例を例に具体的計算をしてみることにする。
例4の場合， UのOに対する逆資本参加は相殺できないので，資本参加行列
は表咽のように表される。相互資本参加の連結のない一段的コンツエルンであ
表咽 るから，修正差額総額，従って間接持分は計算
O会社 U会社｜ されない。コンツエルン貸借対照表における基
0会社｜ 0 
U会社｜ 0 
0.6 
0 
本資本及び公示積立金はO会社のそれと同一で
あるから，それぞれ400と200である。資本金及
A F 
び公示積立金に対する他人所有持分は， Kz=K = (1-0.6）・－500=-20
0。差額はU1 =U =100-0.6・500=-200となる。
これに対し修正利益は考慮されるべきであるから， α21はOでなくて0.2と
なり，コンツエルン利益の計算は次のようになる。
G 0 = ( 1-0. 2) G 1 * 
G1 * =100+0.6・G2＊一一一一①
G2 * =0.2・G1 * +40一一一一一②
a~ 彼らも一方的多段のコンツエルンの場合の計算例を行っているが，翻訳（立花・戸田「前
掲書」 93頁以下）もあることであるからその紹介を省略した。。9mおよびKlook-Sabel,WPgl969,S.569(575）を参照されたい。
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①，②の方程式を解くと， Gi * =140.91, G2 * =68.18。従ってG0=112.
73。外部社員の連結利益に対する持分は， GF=( 1 -0.6）・ 68.18=27.27。
それ故コンツエルン貸借対照表の貸方は基本資本400，公示積立金200，連結
調整項目200，外部持分・資本200，外部持分・利益27.27，負債260，コンツエ
ルン利益112.73と表される。間接的利益のみは考慮する点においてこの場合に
は間接的利益さえ考慮しない結果となる次に述べるKlook-Sabelの見解とは異
なる。
例5の場合の資本参加行列は表区のようになる。
。会社
u l 会社
U2会社
に従えば，
表区 この場合にはU2会社は10%
O会社 u l 会社 U2会社
。 0.6 。。 。 0.778 。 0.2 。
の自己株式を有しているから，
自己株式の資本参加係数をその
まま行列に記すことができない。
修正資本参加係数を求めるため
の計算が必要である。彼らの式
戸＊ー αij* 0. 7 
i J 一 企世＝一一一一一＝ O. 7777・1－αj事j牢 1-0.1
四捨五入して0.778。従って行列のα23は0.7から0.778に， α33は0.1から O
と改められ上述の行列となる。
コンツエルンの基本資本と公示積立金は上位会社と同じ400と200。資本金及
び積立金に対する他人所有持分（KF）は，
K~ ＝ (1 -0.8）・－500=-100
K: = (1-0.778) ・－600=-133. 2を足して－233.2。
側 Klook-Sabelの見解によれば，例4の行列は対角線ゼロの三角形行列であるからこの結合
は「単純関係的資本構造」であり， p2=0であるから「一段的」である。即ち，間接的資本
参加は存在せず，直接的資本参加のみが存在しているからこのコンツエルン貸借対照表は，
Busse von Colbe等の見解と異なり，直接的資本参加のみを考慮する説と同ーの結果となる。
V gl.Klook-Sabel,WPgl969,SI90(191). 
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差額（U）は，
u 1 =150-0.6・500=-150 
u 2 =200-0. 778・600=-266.8
u 3=90-0.2・500=-10を足して－426.8。
このケースでは多段的コンツエルンである上に連結される－U1・U2聞のー
相互資本参加が行われているからU1 ＊を求める必要がある。即ち，間接持分
が考慮される。
u 1 * =-150+0.6・U2 * 
u 2 * = -266.8+0. 778・u3* 
u 3 * =0.2・U2*-l0
この方程式を解くと， U1 * = -345.10658 
u 2 * = -325.17764 
u 3 * = -75. 035528 
それ故コンツエルン持分に帰属する差額（U0）は，－345. 106580 
下位会社の外部株主に帰属する差額（UF）は，
vi= c 1-0.8）・－325. 17764 = -65. 636628 
u: = ( 1-0.778）・－75.035528= -16. 657887を足して－81.683415。
自己株式には配当請求権がないので，上述した行列の成分をそのまま使用す
ることができるが， α21の成分はOから0.2に置き換える。そうすると，
G0= ( 1 -0.2）・ G1 * 
Gf = ( 1 -0.8）・ G2* 
a:= Cl -o. 778）・ G3* 
修正利益は， G1 * =100+0.6・G2* 
G2 * =0.2・G1 * +40+0. 778・G3* 
G3*=0.2・G2* +100 
を解いてGi * = 214. 1, G 2 * = 190.2, G 3 ＊ニ138.0。
それ故G0 = 171. 3' G F = 68. 7である。従ってこれらの数値で貸借対照表は
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作成されうるはずであるが，これらの値では貸方が2,029となり，借方の値と
一致しなし、（表VI( 38頁）参照〉。従って何らかの条件を私か彼らが見落として
いると考えられる。
例6の場合には資本参加行列は表Xのようになる。
表X コンツエルン貸借対照表上の
0 会社
u l 会社
U2会社
0会社 u l 会社 U2会社。 0.8 0.6 。 。 0.2 。 0.1 。
資本金は， O会社のそれに等し
い900。資本金に対する他人所
有持分（KF）はー110である。
差額（U）は，
u l 二（400-0.8・400)+ (300-0.6・350)=170 
u 2 = (100-0.2・350)=30 
u3 = cso-0.1・400)=10 
より210。
修正差額は， U1 * =170+0.8・u2 ＊十0.6・u3 * 
u 2 * =30+0.2・u3 * 
u 3 ＊ニ0.1・u2*+10 
を解いて， U1 * = 204. 08, u 2 * = 32. 65, u 3 * = 13. 26。
それ故コンツエルン株主に帰属する差額（Uo）は204.08，下位会社の外部株
主の差額（UF）は， 5.92となる。
利益は α21をOから0.1と置き換え計算する。
aoニ (1-0. 1）・ G1 *, GF＝戸 (1 ~αi J Gj*= (1-0. 
9) G2*+ (1-0. 8) ・G3＊であるから， Gj ＊を求めると，
GI* =250+0.8・G2*+0.6・ G3* 
G2*=0.l・GI* +150+0.2・G3* 
Q3*=0.l・G2*+100
G I * = 503.36, G 2 * = 224.83, G 3 * = 122.48。
それ故G0=453.02, GF二 22.48+24. 50=46. 98。
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従って連結調整項目210（借方〉，資本金900，負債850，外部持分（資本110,
利益46.98），コンツエルン利益453.02となり，表四（40頁〉と比較すると，連
結調整項目と外部資本持分の値が若干異なる以外は同じ値となる。
（ノすKlook-Sabelの見解
彼らは（ィ）で使用した例5を前提に議論を進める。例5の資本結合行列Pは以
下の通りであり，成分p2lは資本連結できなし、から Oと置かれる（（ロ）の表区と
対照されたし、〉。
p 12= 0・6
一一一ー一司ー一歩
0 U1 
e一一一一一
p21= 0・2 二一三u,8 P = u 0.6 0 0.2 
Pの行列は直接的資本参加割合のみからなる行列であるが，第2段の間接的
資本参加割合はP・P= P 2 = I P i j (2)Iより， s段の間接的資本参加割合はP
s (s=2, 3，・・・〉より得ることができる。例5の第2段の間接的資本参
加割合は次の通りであり，ゼロ行列とならなし、からコンツエルンは「多段的J
である。
????，??
??
?
』
? ? ?
??
?
??
? ??
0 
0.14 
0.02 
資本連結の際直接的資本参加割合の
みならずすべての間接的資本参加割
合を考慮すべきであるとすると，行
列の合計P+P2+p3＋・・・＋Ps＋・・・を求めなければならないが，上
の式は初項 l，公比Pからなる無限等比級数である (1+P+P2+p3＋・
・〉。ところで行列psの成分の特徴を調べると段階が大きくなるにつれて間接
的資本参加割合はOに収束するから (1imp;j=O），その和は，
s→∞ 
一ーし＝ (1 -P）一lと表される。従ってP+P2＋・・・＋ PB十・・・＝
1-P 
(E-P）一1-l = (E-P) 1-E。
全コンツエルン企業の資本に対するコンツエルンに属さない社員の直接的資
~D Klook SabeI.WPgl969,S.190ff. 
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本持分割合は (1×n）の合計ベクトルqT= (1 , 1，・・・， 1）を使用す
ることによって求めることができる。即ち， qT_qT・P=qT・ (E-P）。
例5の場合には，
I 1 -0. 6 0 ¥ 
q T・ CE-P) = CL 1.D ・ I o 1 -o. 7 I = Cl , o.2, o. 2) 
I 0 -0.2 0. 91 
しかしこれでは上位会社に 1=100%の外部持分が存在することになる。求
めることを要するのは下位会社に対する外部社員の直接的資本参加割合のみで
あるから，上述の結果から (1, 0, 0）を引かなければならない。即ち，
q T・（E -P ) - ( 1 , 0 , 0 ) = ( 0 , 0.2, 0. 2) = ( 0 , 1 -~ P i 2 , 
1=1 
1 -~pi 3) = f T 
かくしてベクトルfTは，コンツエルンの全下位会社の資本に対するコンツ
エルン外部社員の直接的資本参加割合を示す。
次に（n×n）の行列Pを， (1×n）の行ベクトルfT (Il×1）のゼロ列
ベクトルZ及び成分pn+l. n-1二二 Oだけ左下のように拡大する。
/P Z¥ 拡大結合行列P＊の最後の行は下位会社の資本に対
p・＝｜ ｜ するコンツエルン外部社員の直接的資本参加割合を示
¥ f T 0 I す。例5の場合の拡大行列は右下のように表される。
直接的資本参加割合の外に全部の間接的資本持 (0 0.6 0 0 
分割合が資本連結の際考慮すべきときには，結合 P*=IO O 0.7 O 
行列p8(s=l, 2 ・・・）と類似に拡大結合 0 0.2 0.1 0 
行列（P*) sの和は， P* + (P *) 2 + l 0 0. 2 0. 2 0 
(P *) s＋・－となり， Pと同様の（P＊）の性質に基づき次のような行列と
なる。
IE-P Z¥ 1 
CE * -P ＊）一1-E*=! 1-E* 
¥-f T 1) 
(E*-P＊）の逆行列はPの4つの部分行列への分解を考えると次のよう
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になる。
( (E-P) Z¥ /(E-P) :_E Z¥ 
CE* -P ＊）一1-E*=I 1-E*=I I 
¥f T・(E-P）一11/ ¥ f T・（E-P)-1OJ 
(E*-P*) -1-E＊の最初の行の要素は［（E-P)-1-E, Z］の最初
の要素と一致する。それ故それは全コンツエルン企業の資本に対する上位会社
の，従ってコンツエルン所有者の全直接的且つ間接的資本参加割合を示す。
CE* -P ＊）一i_E＊の最後の行の要素は，コンツエルンの全コンツエル
ン下位会社の資本に対するコンツエルン外部社員の全直接的且つ間接的資本参
加割合を示す。なぜ、なら CE*-P ＊）一i_E＊の最初と最後の行の列合計は
最初の列と最後の列を除いて同じ lであるからである。
例5の場合の (E*-P＊）一i_E＊の値は下のようになる。
最初の行はコンツエルンの資本持分割合を，最後の行はコンツエルン外部社
員の資本持分割合を示す。計算は余因子を求めてから行わなければならないか
ら複雑である。
「
27 21 。38 38 。
7 35 
CE* -P *) 1-E * = 38 38 。
10 12 。38 38 。
1 17 。38 38 。
ところでコンツエルン貸借対照表方程式は以下の記号を使用することによっ
て表すことが出来る。即ち，
vi ＝コンツエルン内資本参加と損失を除くコンツエルン企業uiの貸借対照
表の全借方項目
Bij=U I のUJ に対する資本参加の貸借対照表価額
Ki 二 Ul の基本資本
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Ri =U iの公示積立金
Gi =Uiの利益（損失〉
Wi =Ki , Ri , Giを除く uiの貸借対照表の全貸方項目
KF1＝コンツエルン貸借対照表の資本金及び公示積立金に対する外部持分
GF1ニ利益（損失〉に対する外部持分
Gk ＝利益（損失）に対するコンツエルン持分
A1 ＝コンツエルン貸借対照表の借方または貸方連結調整項目
i ' jニコンツエルン企業番号。 1, 2' ・ ・n。
I＝コンツエルン決算書において株式法により被収容企業の資本金及び積立金
持分と相殺されるべき資本参加Bijの指数＝ {i, j IBij相殺されるべ
き資本参加｝
J＝コンツエルン決算書においてコンツエルンの自己株式として表示される資
本参加Bijの指数＝｛ i, jlBi Jコンツエルン貸借対照表の自己株式｝
とすると，
~vi ＋~ Bij=K1+R1+GK＋~wi 十 KF1+GF1 十 A1
Gk. GF1' A lは積極的値でも消極的値でもよい。消極的値は損失を意味す
る。消極的Alは借方連結調整項目を意味する。
またA 1 ＝~ (Ki+RJ －~ Bii-KF1, ~ Gi=GK十 GFlであるか
ら，これを最初の式に挿入すると，以下のように表すことも可能である。即
ち，
~vi ＋~ Bij=K1+R1+GK＋~wi+KF1 ＋~Gi-GK＋~ CKi十R
i) －~ Bij-KF1又は
~Vi ＋~ Bij＝戸（Ki+RI十GJ ＋~wl 
以下では考察を資本連結の一般的方法である同時連結に限定する。見解が分
かれ，問題となる項目はKF1, GFI （従ってGk）及びAlのみである。
間接的外部持分を考慮しない見解を彼らは支持しないが，この見解に従って
例5を計算すると次のようになる。
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Ki+R1 
K2+R2 
KF 1 = ( 0, 1 -~ pi 2, ・， 1-~ Pin）・ = f T,k =220 
Kn+Rn 
(kはkn+Rn(n=l, 2, ・・・， n）の列ベクトルである。）
同様にGFlは，
G1 
G2 
GF 1 = ( 0 , 1 -~ p i 2, ・， 1-~Pin) =f T・g=28 
Gn 
(gはGn(n= l, 2, ・・・， n）の列ベクトルで、ある。〉
従ってGk=240-28=212となる。
A lは次の通りであるが，
A1 ＝~ (K;+R;) －~ B;j-KF1 
~ p ;1= 0であるため， KF1については，
KF1= f T・k= ( 0、l、 ・・・、 1) ・k-( 0 、~ p i2、
in）・ k
・， ~p
＝~ (K;+R；）一 (1、l、 ・・・、 1) ・P・kとなり，従って，
A1= ( 1、1、・・・、 1) ·P·k －~ B;j=qT·P·k －~ B;jと
置くことも可能である。例5の場合A1=380。
それ故例5のコンツエルン貸借対照表の貸方は，基本資本400，公示積立金2
00，負債529，外部持分（資本220，利益28），連結調整項目380，コンツエルン
利益212となる。
間接外部持分を考慮すべきとした場合，その持分は純資本額に基づいて計算
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すべきか，総資本額に基づいて計算すべきか問題となる。
純資本額を基準とする説では次のようになる。
上述したように CE*-P *) -E ＊の最後の行の成分またはベクトル fT 
(E*-P＊）一lの成分はコンツエルン外部社員に帰属する個々のコンツエ
ルン企業の資本及び利益に対するすべての直接的及び間接的資本参加割合の合
計を示す。
ところで株式法によると~ (K1+R1) －~ Bij=K1+R1+KF1+A1 
であるから，純資本額~ (Ki+Ri) －~ Bijは，上位会社のKi+R1, K 
F l及びAlに分配されるべきことになる。個々のコンツエルン企業の相殺され
るべき資本参加を掴むために，指数Iは部分指数Li (Li= {j I Bij相殺さ
れるべき資本参加｝）に分けられる。即ち，
~ Bij ＝~ B1j ＋~ Bzj ・・・＋~ BnJ 
i 'jE I jεLl iεL2 iεLn 
そこで、KF1は次のように定めることができる。即ち，
kN 
KF1= (0, 0，・・・， 0' 1）・［（E*-P＊）一i_E＊］・（0)= 
f T ・（E-P）一1・kN 
kN= (K1+R1 －~ B1j, Kz 十 Rz －~ B2j, ・・・， Kn+Rn
j E Ll jεL2 
－~ BnJ 
jεLn 
そのときは連結調整項目は残額と一致する。即ち，
~ (Ki+RJ －~ Bij-K1-R1-KF1 
(1' 0' ・・・，， 0' 0) ・［（E*-P*)-1-E＊］ニ (1' 0' 
0) ・［（E-P)-1-E］の関係のため， AIは次のように定めることが
できる。
A1= (1, 0, ・・・， 0）・［（E-P）一i-E］・ kN －~ B1j= (1, 
JεL 1 
0' ・・・， 0) ・［（E-P）一1・kN-k] 
コンツエルン外部社員に帰属する利益は， GFlニfT・(E-P) 1・gで計
算される。
例5の場合は次の通りとなる。
? ? ?
? ???
KF1=fT・ (E-P) 1・kN=288.16 
GF1= f T・CE-P)-i ・g= 56.32 
それ故Gk=240ー 56.32= 183. 68 
A1 = (1, 0, ・・・， 0) ・［（E-P) l・kN-k] =311.84 
それ故コンツエルン貸借対照表の貸方は，基本資本400，公示積立金200，負
債529，外部持分：資本288.16，外部持分：利益56.32，連結調整項目311.84, 
コンツエルン利益183.68と表される。
しかしKlook-Sabelは，この見解に反対し，次に述べる総資本額を基礎にす
る考えを支持する。
総資本額を基礎にするときには，純資本額を基礎にする式を修正して， KF1
=f T・(E-P) l・kと置かなければならない。 GFlはそのままGF1= f T 
(E-P）一l・gである。 A1は，
A l ニ＝~ (K；十R;) －~ B;j-KF1であるが，
1=2 l,JεI 
KF lニ fT・(E-P) l ・k＝戸 (K;+R；）一 (1, 0, ・・・0)
[(E-P）一1-E] ・ kの関係より，
A1= (1, 0, ・・・， 0) ・([ E -p ）一 i-E ］・ k －~ B;j= 
I, J 'I 
(1' 0' ・・・， 0) ・([E-P) l・k-k]－~ B,J 
I, J E I 
それ故例5の場合には次の通りとなる。
KF1= f T・(E-P) i・k=413.16 
GF lニ fT・ (E-P) i・g=56.32 
Gk =240-56. 32= 183. 68 
A1 =186.84 
従ってコンツエルン貸借対照表の貸方は，基本資本400，公示積立金200，負
債529，外部持分・資本413.16，外部持分・利益56.32，連結調整項目186.84,
(2~ Klook-Sabei,WPgl969,S. l 90(199f.);ders.WPgl969,S.569(570ff目）
??
? ??
コンツエルン利益183.68となる。
Klook-Sabelの見解に対しては次のような批判がある。
第1に，彼らは例5においてUl会社のO会社に対する逆資本参加をO会社
の自己株式と処理し，逆資本参加に基づくコンツエルンの資本及び利益に対す
る間接的外部持分を計算しないため，経営経済的に不正確である。
第2に，総資本額を基準する見解は，経営経済的にも意味はなく，株式法的
にも許容されたものとは言えないから，妥当でないこと。
（ニ）Haaseの見解
Haaseは，資本参加の取得時点を基準として多段の一方的結合を同時的結合
の場合，後から新上位会社が従来の結合に加わる場合，一旦生じた資本参加額
を後から増やしていく場合に区別し，行列計算がどのように変化して行くか考
察しているが，相互資本参加については同時的結合の始期資本連結とその後の
連結の計算を展開するだけであるから，ここでは同時的・一方的結合の場合の
始期資本連結とその後の連結及び相互参加の場合の始期資本連結とその後の連
結に限定してその見解を紹介する。同時的結合とは，始期資本結合以前におい
て被収容会社はまったく他の被収容企業に対する持分を有しておらず，持分の
同時的取得により始期資本連結が行われるようになった場合の結合を指す。
Haaseは説明のために次のような資本参加を仮定している（例7)。カッコの
(23) Lanfermann/Stolberg,WPgl 970,S.353(359£.). 
仰 Vgl.Lanf ermann/Stolberg, WPg 1970,S.353(359) ;Haase .zur betrie bswirtschaf tlichen 
Z ulassigkeit der Bruttokapitalkonsolidierung, WPg 1969,S.44 7 f.;ders,Konsolidierte 
Rechnungslegung mehrstufiger Konzerne,DBl 969,S.2189ff .;Lanf ermann,Zur aktienrechtli-
chen Zul出sigkeitder Bruttokapitalkonsolidierung,WPgl 969,S.451 ff.;Adler-Doring-Sch-
maltz,a.a.a.0.,4.Aufl.,§331Tz.l09.なおBussevon Colbe/Ordelheide,a.a.0.,5.Aufl.,S.147f.も参
照のこと。 Klook SabelのLanfermann及びHaaseの見解に対する反論はWPgl969,S.569(570 
f.）を見よ。
(2~ Vgl.Haase,DB1969,S.713ff.S.760ff. 
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会社4は10パJ セントの自己株式を有している
ことを意味する。
この表から次の資本結合行列Kができる。 k4 4 
=0.1は自己株式の資本参加係数を示す。
0 0.8 0.6 0 0 
0 0 0.1 0. 4 0 
0 0 0 0.2 0.8 
中は会社番号である。
① 
80% /.):% 
20%→②10%一て③←30%
似 I// I 80% 
↓ 20%↓ 
30%→④20%→⑤←0% 。 K= ( ki j (1) = 
10% 0 0 0 0.1 0.2 
0 0 0 0 0 
行列Kは直接的資本参加係数を示すが， Kのn乗はn段の間接的な資本参加
係数を示すので，コンツエルンのあらゆる直接的及び間接的資本参加係数の合
計はこれらすべての行列を足すこと（Ks）によって得られる。上述の例ではK
SはKからKsの行列を足して次のようになる。従ってこの点では付の見解と同
でーある。
0 0.8 
0 0 
K'= (k,,(s)) =I 0 0 
0 0 
0 0 
0.68 0.5066 0.64608 
0.1 0.46666 0.17424 
?????
0.22222 0.84488 
0.11111 
0 
0.22444 
0 
この行列の第1行（成分kI 店））はすべての下位会社に対するコンツエルン
持分係数の合計を示す。従って成分kI j(s) ( j = 2, 3 , ・・・， 5）の lと
の差額は，企業jに対する全下位会社の少数社員の直接的及び間接的持分係数
の合計を示すことになる。その他の成分kI j(s) ( i , j = 2 , 3, 4 , 5）は
下位会社 iの他の下位会社jに対する直接及び間接の持分係数か（ i * jの場
合），自己持分の形態での自己に対する直接及び間接の持分係数（ i = jの場
合〉を示す。
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同時的結合の場合の始期資本連結は下位会社の自己資本額を区分して計算す
る必要がないから次のようにして行われる。純資本額基準を採用する点で付の
見解とは異なる。
各会社の連結義務ある自己資本額から資本参加額を引くことによってまず連
結義務ある純自己資本額を計算する。上述の例では次のようであったと仮定す
る。
企業連結義務ある自 連結義務あるコンツエ 連結義務ある純白
番号 己資本額 CDM〕 ノレン資本参加額 CDM〕 己資本額 CDM〕
?ー?? 0 
80,000 
70,000 
90,000 
15,000 
45,000 
-90,000 
65,000 
25,000 
4 20' 000 10' 000 10' 000 
5 50' 000 0 50' 000 
次に上の計算で得た純自己資本額から純白己資本額の行ベクトルeT ( e Tの
成分 e;j (j=l, 2, ・・・， 5）はj企業の純自己資本額である〉と，上
述した行列Ksの第1行の値から， j= 1の場合には i企業（ i=l,2, 
5）に対するコンツエルンの資本参加割合を示し， j= 2の場合には i企
業に対するコンツエノレン外部社員の資本参加割合を示すki Jの成分からなる結
合行列K ‘を作成し， eTとK ‘を掛け合わせると行ベクトルfTが生じる。そ
の成分fl jは， f=lの場合資本相殺差額を示し， f=2の場合には自己資本
に対するコンツエルン外部社員の貸方に記載すべき持分を示す。 f= 1のと
き， fi1> 0であれば資本相殺差額は消極的資本相殺差額であり， fl lく Oで
あれば積極的資本相殺差額である。上述の例の場合は次のようになる。
e T・K ‘＝ f T 
(-90,000 65,000 25,000 10,000 50,000) 
? ?
一554-
1 ! 0 
0.8 
0.68 
0.2 
0.32 (16,370 ! 43,630) 
0.5066 ! 0.4934 
0.64608 1 0.35392 
他の見解と異なり価値があるのはその後の連結を考察している点である。
彼によると，以後の年においては，下位会社の利益準備金は下位会社に対す
る資本参加の割合で上位会社の相応の自己資本項目に加えられなければならな
いから，利益準備金の区分が必要となり，行列計算は複雑化する。純自己資本
額ベクトルeTは現在高行列Bに拡張されなければならない。行列Bは行ベク
トルeTと個々の自己資本項目 i= 1, 2，・・・， nに帰属する j企業（ j = 
1 , 2, ・・・， 5）の利益準備金に等しい成分gi Jを有する部分行列Gから
構成される。以下では自己資本項目を三つ（基本資本glj，準備金g2 j及び貸
借対照表利益／損失g3 j ）巴分ける。
上述の企業は最初のコンツエルン年度において次の成果をあげたと仮定し，
企業1 10,000DM 企業4 l,OOODM 
企業2 -2,000DM 企業5 5.000DM 
企業3 ODM 計 14,000DM 
企業1では始期資本連結以後3,000DMの資本増加が行われ，企業4では1,000
DMの準備金への組入れが行われたほか他のデーターには変化が無いと仮定する
と， B・K‘から次の行列Fを得ることができる。
B・K‘＝F 
-90,000 65,000 25,000 10,000 50,000 
0.8 
0 
0.2 
3,000 
0 
。。 0 0 0 1, 000 ???? ?
??????
? ?? ?
?????????
7,000 -2,000 。 0 5,000 
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0.64608 i 0.35392 
?
?
???
16,370 43,630 
3 000 i 0 
506 . 6 : 493. 4 
8 ' 630. 4 ! 1, 369. 6 
行列Fの第2列の成分合計はコンツエルン外部社員の貸方に記載すべき持分
を示す。成分fl lは資本相殺差額を，成分fil (i=2, 3, 4）はコンツエ
ノレン決算書において表示さるべき 3つの自己資本項目に区分されたコンツエル
ンが持分を有する利益準備金を示す。これを図示すると次のようになる。
資本相殺差額 ；資本準備金に対するコン ' ....資本準備金
ツエルン外部社員の持分
F= I 
｜自己資本項目ごとの下位）自己資本項目ごとの利益準l4利益準備金
会社のコンツエルン持分 i備金に対するコンツエルン
的利益準備金 外部社員の持分
企コンツエルン持分； Aコンツエルン外部社員の持分
このような計算に基づいて同時的結合の場合のコンツエルン貸借対照表を作
成することができる，とする。
これに対し同時的相互参加の場合には久しい以前から経営内部的給付相殺に
おいて，また近年ではコンツエルン内部的給付相殺の際にも使用されている計
算方法が応用できる，とする。その見解を要約すると，始期資本連結の場合に
は各企業の資本参加係数と純資本額に基づいて先ずコンツエルン総資本額を求
め，それをコンツエルン持分とコンツエルン外部持分に分割しようとする見解
であり，その後の連結においては一方的同時連結の場合と同じく資本準備金と
利益準備金とに分けて計算を行おうとするものである。
以下のような相互参加があり，個別決算書から明らかになる純自己資本額
? ?
? ????
?
Ei (i=l , 2, 3）は次の通りであったと
仮定する（例8）。
EI =50,000DM 
E 2 =200, OOODM 
E 3 = 100, OOODM 
各企業の総資本をE’i(i=l,2,3）とすると，総資本額と純自己資本
戸、%
額の関係は次の方程式に表すことができる。
E’i-0.BE’2-0.BE’3=E1 
-0.lE’1+E’2-0.2E’3=E 2 
E’3=E 3 
この方程式を解くことは勿論可能であるが，複雑な相互資本参加では計算が
困難となるので，行列計算が「実用的」な方法であり，この方程式は，資本参
加係数行列B，総資本額ベクトルe ‘及び個別決算書で示された純自己資本額
のベクトルeを使用して解くことができる。即ち，
(E-B) ・ e ‘＝ eまたはe ‘＝ (E-B）一1・e: CE＝単位行列〉
1 -0.8 -0.8 E’l 50,000 
一0.1 -0.2 E’2 200,000 。。 E’3 100,000 
これを解くと，
0.869565217 川お2,608.70 ) 
e‘＝ 0.108。695652 1.086956522 0.304347826・ 200,000 = 253,260.87 。 10, 000 10, 000. 0 
従ってE’1=332,608. 70, E’2 = 253, 260. 87, E’3 = 100, 000. 00となる。全
コンツエルン企業の資本に対するコンツエルン持分と少数持分のベクトルf’
Tを得るためには，総資本（列〉ベクトルを行ベクトルとしたe ‘Tと正方行列
~~ Haase,DBl 969,S. 760(762f.). 
? ?
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Dを掛けることを要する。正方行列Dの成分d11 は (1 － ~ki1）であり，そ
の他の成分diiはi企業に対する少数社員の直接的資本参加の係数である。上
述の例の場合には次のようになる。
e ‘T ・D=f ‘T
10.9 0 0¥ 
(332,608.70 253,260.87 100,000.00）・ Io 0.2 o I 
= (299,347.83 50,652.17 o) ¥o o 01 
それ故コンツエルン外部社員の持分は50,652.17DMであり，コンツエルン決
算書に示されるべきコンツエルン自己資本額は299,347.83DMである。資本相殺
差額はコンツエルン決算書に現れない。なぜなら既にコンツエルン自己資本の
項目とコンツエルン外部社員の持分において相殺されているからである，と。
その後の連結においては一方的結合の場合と同じく，第lに，利益準備金を
資本準備金から分離し，第2に，それらをコンツエルン持分とコンツエルン外
部持分に分け，最後にコンツエルン持分的利益準備金を個別決算書の表示に従
い上位会社の個々の自己資本項目に加算しなければならない，とする。
上述の例で資本参加比率に変化はなく，各企業は最初のコンツエルン営業年
度において次のような成果をあげたと仮定する。
企業1 6,000DM 
企業2 2,500DM 
企業3 l,OOODM 
そうすると (E-B）一lの行列成分に変化はないが，ベクトルe及びe ‘は
行列EoとE”に拡大されなければならない。 Eoの成分ei 1は企業 i(i=l, 
2' ・・・， m）の資本準備金に等しく， ei jは自己資本項目（j=2, 3, 
・・・， n）ごとのi企業（ i=l, 2, ・・・， m）の利益準備金に等しい。
企業1は利益の内l,OOODMを積立金に組入れ，企業2はコンツエルン営業年度
中に2,000DM資本増加をし， 500DMは準備金に組入れたとすると，利益準備金の
分配の際には（E-B）一lとEoを掛けることにとって行列E”を得る。即ち，
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E "= (E-B）一1・Ea=
1. 086956522 0. 869565217 1. 043478260 ¥ I 50, 000 ! O 1, 000 5, 000 
0.108695652 1.086956522 0.304347826卜I200,000 i 2,000 500 o 。 。 。 100,000 。0 1,000 
（~32,608.70 ! 1,739.13 1.521.74 6，……； 2 173.91 652.17 847.83 
100' 000. 00 i 0 0 1, 000. 00 
資本相殺差額とコンツエルン外部社員の持分は，始期連結の場合のようにD
·E 勿＝ F~こよって計算される。
/299,347.83 
F = I 50,652.18 
¥ 0 
1, 565. 22 1, 369. 57 5, 830. 43 ¥ 
434.78 130.43 169.57 I 
0 0 0 I 
従ってコンツエルン外部社員の持分は第2行の成分の合計額（51,386.96DM)
であり，コンツエルン自己資本は第l行の成分の合計額である，と。
（イ）で述べた第4例のみを例に取って始期資本連結の具体的計算をしてみると
以下の通りである。
例4の場合Oの純自己資本は600( =400+200+ 100-100)' uのそれは490
( =400+ 100+40-50）となろう。またE1 二 El ’－0.6E2' , E2=-0.2 
・EJ十E2＇である。従って，
(E-B) ・ e’＝ eは，
eo.2刊（：；：）ニ（；：）
それ故eは （~：~：~：~：：~ ~：~：~：~：~~） （：~~） 
従ってEi' = 1 015. 9090813, E 2＇寸 93.町 3870となり， D= （~·8 O.~） 
であるから， f’Tは＝ (812. 72726504 277. 27269548）となる。それ故コンツ
エルン自己資本額は812,72726504，コンツエルン外部社員持分は277.27269548
と表されることになろう。
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?
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Haaseの見解には表現の不正確な箇所が散見された。
以上で外部持分が存在する場合の相互資本参加の会計処理に関する考察を終
える。考察により間接的持分を考慮しようとする見解が有力であること，しか
しその会計処理は未だ完全には統一化されておらず，見解によって連結調整項
目，外部持分及びコンツエルン利益の値が異なることが明らかになった。商法
典によるアングロ・サクソン式資本連結法の導入に伴う会計処理法の推移も注
目に値する。その際に有力な手掛かりを与えてくれる論文はHaaseのそれであ
るが，逆資本参加の相殺を肯定する点でこの見解がドイツの学説に受け入れら
れるか疑問である。
（未完〉
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